
旧長期損害

保険料の金額

所得金額

調整控除額

円

10,000

元号

昭和

寡

　

婦

㋸

ひ

と

り

親

㋾

⑤
※ ※　　種　　　別 ※　　　　　　整　理　番　号

12,000,000 9,900,000 1,689,846 1,069,200

Ⓛ          人 Ⓜ   　 人 人

Ⓝ内　　　　　　　　　　千 円  Ⓞ                         千 円  Ⓟ                          千 円

住宅借入金等

年末残高

（2回目）

従人Ⓒ有 従有

給
与
支
払
報
告
書
（

個
人
別
明
細
書
）

支 払

を 受 け

る 者

※　区　分 （受給者番号）

3 4 5
（役職名）

26 7 8 9 0 1（個人番号）

給与　・　賞与

Ⓐ 内 千 円  Ⓑ 千

fujisawaビル４０１ 藤沢　太郎

種　　　　　別 支　　払　　金　　額
給与所得控除後の金額

（ 調 整 控 除 後 ）
所得控除の額の合計額 源　泉　徴　収　税　額

氏

　
名

（フリガナ） フジサワ　タロウ

住
　
　

所

藤沢市朝日町1番地の1
1 2

円円 千 円 内 千

（源泉）控除対象配偶者
配　偶　者（特　別）

控　　除　　の　　額

控除対象扶養親族の数
（配偶者を除く。）

16歳未満

扶養親族
の数

障害者の数
（本人を除く。）

非居住者

である

親族の数の有無等 老人 特　定 老　人

Ⓖ    　人

その他 特　別 その他

5○ 130,000

人 Ⓚ          内従人 Ⓗ      内 Ⓘ      人 従人 Ⓙ      人Ⓔ  Ⓕ          千 円

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

1

生命保険料

の金額の

内訳

新生命

保険料

の金額

㋺　　　　　　　　円 旧生命

保険料

の金額

㋩　　　　　　　　円 介護医療

保険料

の金額

㋥　　　　　　　　円 新個人年金

保険料

の金額

（摘要） （１）藤沢　冬（年少）
前職　給与支払額　5，300，000円　社会保険料額　500，500円　源泉徴収税額　500，980円
　　　　朝日町不動産㈱　藤沢市朝日町1番地の１００　R4．７．３１退職

909,846 120,000 50,000 205,000
千 円

住宅借入金

等特別控除

の額の内訳

住宅借入金

等特別控除

適用数
1

居住開始年月

日（１回目）

年 月 日 住宅借入金等

特別控除区分

（１回目）
住（特）

180,000 120,000 120,000 120,000 180,000

㋭　　　　　　　　円 旧個人年金

保険料

の金額

㋬　　　　　　　　円

円 年 月 日

26 4 15 20,500,000
住宅借入金等

年末残高

（１回目）

円

(源泉・特別)

控除対象

配偶者

（フリガナ） フジサワ　ハルコ 区

分 配偶者の

合計所得

㋑　　　　　　円 円

205,000

住宅借入金等

特別控除区分

（2回目）

氏名

円住宅借入金

等特別控除

可能額

居住開始年月

日（2回目）

藤沢　春子

個人番号 1 2 3 4 5
480,000

㋣　　　　　　　円
国民年金保険

料等の金額

基礎控除の額
円

控

除
対
象

扶
養
親

族

1

（フリガナ） 区

分

26 0 8 7 9 1
５人目以降の

控除対象扶養

親族の個人番号

氏名

1
6

歳
未
満

の
扶
養

親
族

1

（フリガナ） フジサワ　アキ 区

分

個人番号 1 2 3 8 1

氏名 藤沢　海

フジサワ　カイ

2 3 5 6

9 7

4 2 5 1

個人番号

氏名 氏名 藤沢　秋

2

（フリガナ）
区
分

2

0 0 04 5 6 7

（フリガナ） フジサワ　ウミ 区
分

6 7 8 6個人番号 0 3 2 5個人番号

3

（フリガナ） 区
分 3

（フリガナ）

個人番号 1 8 7

区
分 ○

2個人番号

氏名 氏名 藤沢　貝 ５人目以降の16

歳未満の扶養親

族の個人番号

4

（フリガナ）
区
分 4

1 4 8 6

（フリガナ） フジサワ　ナギサ 区
分

(1)145678902345

2 3 6 4 8 7 5 6個人番号 1個人番号

就職 退職 年 月 年

特

別
㋷

そ

の

他

㋦

氏名 氏名

未

成

年

者

㋠

外
国
人

死
亡
退

職

災
害
者

乙
　
　

欄

本人が障害者

2

日

（
市

区
町
村

提
出
用

）

月 日

支
　

払
　
者

個人番号又は
法人番号 1 2 3 4

勤

労

学

生

㋻
中　途　就　・　退　職 受　給　者　生　年　月　日

4

1 6 2 （右詰で記載してください。）5 6 1 7 5 9

55 5 5

住所（居所）
又は所在地 神奈川県藤沢市朝日町1番地の１　朝日町ビル内

氏名又は名称 株式会社　藤沢製鉄所 （電話） 0466-25-1111

150,000

藤沢　渚

記載要領及び記載にあたっての留意点
番号 項目
① 年度　

② 支払を受ける者

必ず年度を確認してください。年度によって様式が異なります。
確認・記載すべき事項

【住所】令和5年１月１日現在の住所（アパートやマンション名も）
 を記載。
【個人番号】給与の支払いを受ける方の個人番号を記載。
【フリガナ・氏名】住民登録されているフリガナ・氏名を記載。

　老人控除対象配偶者
　本人未成年者
　特定扶養親族
　16歳未満扶養親族 平成19年1月2日以降生まれの扶養親族

昭和28年1月1日以前生まれ（70歳以上）の控除対象配偶者
平成17年1月3日以降生まれの人
平成12年1月2日～平成16年1月1日生まれ（19～23歳）の配偶者以外の扶養親族

 

Ⅱ 個人別明細書 

  

⑤  

 

⑲ 

③ 

⑪ 

⑨ 

⑯ 

㉑

b ㉒ 

⑭ 
⑮ 

⑩ 

⑧ 

④  

 

⑱ ⑰ 

⑬ 

⑫ 

 

⑦ 

⑳ 

㉕ 

㉓ 
㉔ 

⑥ 

①  

② 



 

配偶者（特別）控除の額

配偶者以外の控除対象扶養親族の人数を記載。
特定扶養親族（平成１2年１月２日～平成１6年１月１日生まれ（１９歳
以上～２３歳未満）の配偶者以外の扶養親族）に該当するものはⒼ欄、
老人扶養親族（昭和２8年１月１日以前生まれ（７０歳以上）の配偶者
以外の扶養親族）に該当するものはⒾ欄（そのうち同居老親等はⒽ欄に
も）、その他扶養親族（１６歳未満の扶養親族（平成１9年１月２日以降
生まれ）を除く）はⒿ欄に記載。

③
給与所得控除後の金額
（調整控除後）

配偶者の合計所得

⑦

⑧ 控除対象扶養親族の数

⑥

⑨ 非居住者である親族の数

支払金額に応じて次の表により求めた給与所得控除後の給与等の金額を記
載してください。
なお、所得金額調整控除の適用がある場合には、所得金額調整控除の額を
控除した後の金額を記載してください。
※所得金額調整控除については、⑮を参照してください。

控除対象配偶者又は配偶者特別控除の対象となる配偶者の氏名・フリガナ
及び個人番号を記載（年末調整の適用を受けていない場合には、源泉控除
対象配偶者の氏名及び個人番号を記載）
※　記載方法について、注１・２（５ページ下部）も併せて参照。
※　控除対象配偶者の欄は、年の中途で退職した受給者に交付する源泉徴
　　収票にも記載する必要がありますので、ご注意ください。

【有】欄…主たる給与等において、支払を受ける方が年末調整の適用を
　　　　　受けている場合で、控除対象配偶者を有しているときは「〇」
　　　　　と記載。
               年末調整の適用を受けていない場合は、源泉控除対象配偶者を
　　　　　有しているときに「〇」と記載。
【従有】欄…従たる給与等において、源泉控除対象配偶者を有している
　　　　　　場合には「〇」と記載。
【老人】欄…控除対象配偶者が老人控除対象配偶者である場合には「〇」
　　　　　　と記載。

控除対象配偶者又は配偶者特別控除の対象となる配偶者の合計所得金額を
記載。
なお、年の途中で退職した方で、源泉控除対象配偶者を有している方は、
源泉控除対象配偶者の「所得の見積額」を記載。

給与等を支払う際にその給与等から控除した社会保険料の金額及び小規模
企業共済等掛金の額の合計額を記載してください。
（注）１．中途就職者について、その就職前にほかの支払者が支払った給
与等を通算して年末調整を行った場合には、その給与等から控除した社会
保険料等の金額を含みます。２．小規模企業共済等掛金（※）の額につい
ては、これを内書してください。（上段：小規模企業共済等掛金額、下
段：小規模企業共済等掛金額を含めた社会保険料等の合計額）

社会保険料等の金額⑩

④ 所得控除の額の合計額
Ⓒ～Ⓟ（Ⓓは欠番）及び㋷～㋻欄の合計額に基礎控除額（該当金額）を
加えた金額を記載。

⑤ 源泉徴収税額
所得税と復興特別所得税の合計額を記載。（１００円未満切り捨て）
＊復興特別所得税…所得税額に2.1%をかけた金額。

（源泉・特別）控除対象配偶者

配偶者控除の対象となる配偶者、配偶者特別控除の対象となる配偶者、
扶養控除の対象となる扶養親族及び１６歳未満の扶養親族のうちに、
非居住者（注２…５ページ下部参照）がいる場合には、その人数を記載。

配偶者控除額又は配偶者特別控除額を記載してください。

(源泉)控除対象配偶者の有無等

１，０７０，０００円

１，０７２，０００円

（Ａ）－１，９５０，０００円

１，０７４，０００円

（Ａ）×０．６＋１００，０００円

（Ａ）×０．７－８０，０００円

（Ａ）×０．８－４４０，０００円

（Ａ）×０．９－１，１００，０００円

　　１，６２０，０００円～１，６２１，９９９円

　　１，６２２，０００円～１，６２３，９９９円

　　１，６２４，０００円～１，６２７，９９９円

　　８，５００，０００円以上

 ※１，６２８，０００円～１，７９９，９９９円

 ※１，８００，０００円～３，５９９，９９９円

 ※３，６００，０００円～６，５９９，９９９円

　　６，６００，０００円～８，４９９，９９９円

収入金額（Ａ） 所得金額

　　　　　　　　　　　　　　　　５５０，９９９円以下

　　　　５５１，０００円～１，６１８，９９９円

　　１，６１９，０００円～１，６１９，９９９円

０円

（Ａ）－５５０，０００円

１，０６９，０００円

) }
小数点第1位

以下切捨て
×4,000※収入金額（Ａ）＝ ｛

収入金額

4,000
(

社会保険料等の金額

Ⓝ内　　　　　　　　　　千 円

939,846
30,000

※小規模企業共済等掛金には、確定拠出年金法の企業型年金加
入者掛金及び個人型年金加入者掛金、並びに条例の規定により
地方公共団体が実施する心身障害者扶養共済制度に係る契約で
一定の要件を備えたものの掛金を含みます。



 

⑪ 住宅借入金等特別控除の額

所得金額調整控除の適用がある場合には、所得金額調整控除の額を記載。
給与等の収入金額が８５０万円を超え、次の１～３のいずれかに該当する
方が対象。
　１　本人が特別障がい者である
　２　２３歳未満の扶養親族を有する
　３　特別障がい者である同一生計配偶者又は扶養親族を有する
〈所得金額調整控除算出方法〉
（給与等の収入額（１，０００万円を超える場合は１，０００万円）
－８５０万円）×１０％
※該当する要件に応じて「（摘要）」欄に記載してください。

基礎控除の額は、「給与所得者の基礎控除申告書」から転記。

⑮ 所得金額調整控除額

⑯ 基礎控除の額

１　控除対象扶養親族又は１６歳未満の扶養親族が５人以上いる場合
      には、５人目以降の控除対象扶養親族又は１６歳未満の扶養親族
      の氏名を記載。この場合、氏名の前には括弧書きの数字を付し、
     「５人目以降の控除対象扶養親族の個人番号」の欄に記載する個
      人番号との対応関係が分かるようにしてください。
      また、この欄に記載される控除対象扶養親族又は１６歳未満の
      扶養親族が次に該当する場合には、それぞれ次の内容を記載。
    （１）１６歳未満の扶養親族の場合…氏名の後に「（年少）」
             と記載。
    （２）控除対象扶養親族又は１６歳未満の扶養親族が
             非居住者の場合…氏名の後に「（非居住者）」と記載。
      ※扶養親族の個人番号については、この欄に記載せず、「５人目以降
         の控除対象扶養親族の個人番号」の欄に記載（㉒参照）。
２　同一生計配偶者（控除対象配偶者を除く。）を有する方で、そ
     の同一生計配偶者が、障がい者、特別障がい者又は同居特別
　　障がい者に該当する場合には、同一生計配偶者の氏名及び同一
　　生計配偶者である旨を記載（例　「氏名（同配）」）。
      非居住者である場合には氏名の後に「（非居住者）」と記載。
３　年の途中で就職した方について、その就職前に他の支払者が支払った
      給与等を通算して年末調整を行った場合には以下の３点を記載。
     ・他の支払者が支払った給与等の金額、徴収した所得税及び復興特
        別所得税の合計額、給与等から控除した社会保険料の金額
     ・他の支払者の住所（居所）又は所在地、氏名又は名称
　  ・他の支払者のもとを退職した年月日
      （複数ある場合は支払者ごとにすべて記入）
４　租税条約に基づいて源泉所得税額の免除を受ける方については、
      「○○条約○○条該当」と赤書き。
５　普通徴収とする場合は、【普通徴収切替理由書「該当する符号（普通
      徴収とする理由）の人数欄に内訳を記載」】を添付し、普通徴収切替
      理由書の該当する符号を明記。
「Ⓞ　生命保険料の控除額」の金額に係る、その年中に支払った各金額を
それぞれ記載。

算出所得税額から控除する住宅借入金等特別控除額を記載。

「Ⓟ　地震保険料の控除額」の金額のうち旧長期損害保険料の金額に係る
控除額が含まれる場合は、その年中に支払った金額を記載。

⑫ 摘要

⑬ ㋺～㋬　生命保険料の金額の内訳

⑭ ㋣　旧長期損害保険料の金額

４８万円

３２万円

１６万円

なし

記載方法

記載不要

３２０，０００

１６０，０００

０

給与所得者の基礎控除申告書

合計所得金額の見積額

２，４００万円以下

２，４００万円超　２，４５０万円以下

２，４５０万円超　２，５００万円以下

２，５００万円超

基礎控除の額

要件

扶養親族の氏名（調整）

ただし、上記「同一生計配偶者」又は「扶養親族」の氏名が、「（源泉・特
別）控除対象配偶者」欄、「控除対象扶養親族」欄、「１６歳未満の扶養親
族」欄に記載されている場合は、記載を省略できます。

記載方法

記載不要

同一生計配偶者の氏名（同配）

本人が特別障がい者

同一生計配偶者が特別障がい者

扶養親族が特別障がい者

扶養親族が年齢２３歳未満



 
注１ 給与の支払を受ける者に交付する源泉徴収票には、個人番号又は法人番号は記載しません。 

注２ 控除対象配偶者や控除対象扶養親族が非居住者である場合には、区分の欄に「〇」を記載してください。 

※非居住者とは、海外赴任や海外留学等で出国（転出）し、賦課期日（令和５年１月１日）をまたいで、概ね 1

年以上海外で居住し、日本国内に住所を有しない者のことです。 

 

 

 

 

 

⑱ 居住開始年月日（１回目、２回目）

各欄について受給者が該当する事項がある場合に〇を記載してください。
【ひとり親】次の①～③を満たす者
①その者と生計を一にする子（他の者の同一生計配偶者又は扶養親族とさ
れておらず、総所得金額等が４８万円以下の者。）を有すること。
②合計所得金額が５００万円以下であること。
③事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる者（例えば、住民票の
続柄に「夫（未届）」「妻（未届）」と記載がある者。）がいないこと。
【寡婦】（１）（２）のうち、ひとり親に該当しない者です。
（１）夫と離婚した後、婚姻をしていない者で、次の①～③を満たす者
①扶養親族を有すること（子以外）。
②合計所得金額が５００万円以下であること。
③事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる者がいないこと。
（２）夫と死別した後婚姻していない者又は夫の生死の明らかでない一定
の者のうち、次の①②を満たす者
①合計所得金額が５００万円以下であること。
②事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる者がいないこと。

１６歳未満の扶養親族の氏名・フリガナ及び個人番号を記載。
※　記載方法について、注１・注２（５ページ下部）も併せて参照。
※　１６歳未満の扶養親族の欄は、年の中途で退職した受給者に交付する
　　源泉徴収票にも記載する必要がありますので、ご注意ください。
扶養親族がそれぞれ５人以上いる場合には、５人目以降の扶養親族の個人
番号を記載。この場合、個人番号の前には「摘要」の欄において氏名の前
に記載した括弧書きの数字を記載し、「摘要」の欄に記載した氏名と対応
関係が分かるようにしてください。

㉒ ５人目以降の控除対象扶養親族の個人番号

５人目以降の１６歳未満の扶養親族の個人番号

㉑

扶養控除の対象となる扶養親族の氏名・フリガナ及び個人番号を記載。
※　記載方法について、注１・注２（５ページ下部）も併せて参照。
※　控除対象扶養親族の欄は、年の中途で退職した受給者に交付する源泉
　　徴収票にも記載する必要がありますので、ご注意ください。

１６歳未満の扶養親族

⑳ 控除対象扶養親族

支払をする方の個人番号又は法人番号を記載。
個人番号を記載する場合は、右詰で記載。

【中途就・退職】欄については、就職・退職欄の該当する方に○を記載
し、就職日及び退職日を記載。
【受給者生年月日】欄については、必ず記載してください。
※受給者の生年月日の元号を漢字で記載してくだい（「平成」等）。

㉕ 支払者

㉔
中途就・退職
受給者生年月日

㉓ 寡婦・ひとり親

⑲
住宅借入金等特別控除区分
（１回目、２回目）

適用を受けている住宅借入金等特別控除の区分を次のように記載。
住…一般の住宅借入金等特別控除の場合（増改築を含む）
認…認定住宅の新築等に係る住宅借入金等特別控除の場合
増…特定増改築等住宅借入金等特別控除の場合
震…東日本大震災によって自己の居住の用に供していた家屋が居住の用に
　　供することができなくなった場合で、平成２３年～令和4年１２月
　　３１日までの間に新築や購入、増改築をした家屋に係る住宅借入金等
　　について震災特例法第１３条の２第１項「住宅の再取得等に係る住宅
　　借入金等特別控除」の規程の適用を選択した場合
また、当該住宅の取得や増改築が特定取得等に該当する場合は「住(特)」
「認(特)」「増(特)」等と記載（特別特定取得は（特特）、特例特別特例
取得は（特特特））。
※詳細につきましては、国税庁の手引きをご参照ください。

⑰ 住宅借入金等特別控除適用数
年末調整の際に住宅借入金等特別控除の適用がある場合、当該控除の適用
数を記載。なお、適用数が３以上のときには、摘要欄に記載。
居住開始年月日は和暦で年、月、日を分けて記載。


